
1 

 

 

 

ＮＨＫ経営計画（２０２４―２０２６年度）（案）に対するご意見とＮＨＫの考え方 

 

実施期間 ２０２３年１０月１１日（水） ～ ２０２３年１１月９日（木） 

 

ご意見の件数 474件 （放送事業者等団体 34件、個人 440件） 

提出者 

放送事業者等：34件 

個人：440件 
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経営計画案では、構造改革による経費削減の一例として「既存のデジタルコンテンツの整理・見直し」との記載
があるものの、具体的にインターネット活用業務をどう見直すかは示されていない。「ネット上でも、NHK が培って
きた『価値判断』を活かした総合編成的な機能を取り入れる」「デジタル連動の新しいニューススタイルの開発」
など、ネット業務をさらに拡大するとも読み取れる記述もある。 総務省の「デジタル時代における放送の将来像
と制度の在り方に関する取りまとめ（第 2次）」は、NHK のネット業務の必須業務化とともに「理解増進情
報」の廃止を提言した。理解増進情報をめぐっては、受信料制度との矛盾や競争の不公平さ、制度の拡大解
釈などの課題が繰り返し指摘されていた。23年度のネット業務に関する費用は 197億円で、このうち同時配
信と国際配信を除いた 100億円の大半が理解増進情報に関する費用だと考えられる。廃止が提言されてお
り、100億円規模の支出削減が予想されるにもかかわらず、計画案で言及がない点は違和感を拭えない。ま
た、今後、必須業務として実施できるネット業務の範囲や提供条件について協議していくとされていることを踏ま
えれば、早期に今後の方針や具体的なサービス像を示すべきだ。 
【一般社団法人 日本新聞協会】 
 
今回の中期計画（案）には、インターネット活用業務の必須業務化について明記されていません。今後、法改
正が必要となることが理由と理解しますが、内容が明らかになっていく過程において、適宜、今計画内容を修正
するなど、その内容を公表し適切な対応をすることを要望します。   
【北海道放送株式会社】 
（他、類似する意見：3件） 
経営計画（案）を読んだ。 まず感じたのは、横文字のカタカナだらけで、イメージで伝えようとする傾向が強く、
不親切さを禁じ得ない。 また、緊急時対応を強調しているが、民放と歩調を合わせ、メディア全体で嵩上げを
するべき問題の様に思うし、受信料を取るための強い理由にはなりにくい。(中略)結論 計画書の作り直しを望
むものである。 
【60代】 
 
NHK の 10年以降のあるべき姿を示し、それに向けての方針や行動計画、技術革新、ネットとの向き合い方を
示すべきです。 
【50代・男性】 

【執行部】 
放送法で規定されている NHK の役割および放送の
目的等を考慮して、今日的な NHK としての経営計
画を策定させていただきました。 
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献し、また、国民からも期待されるところと考えられます。NHK の豊富な経営資源を活用し、放送の二元体制
において、業界全体のメディア価値を高められるよう公共放送が提供するべき情報、公共放送ならではのコンテ
ンツの制作、提供に期待いたします。    
【株式会社ＷＯＷＯＷ】 
 
NHK には若年層を中心に全世代的な投票率の低さや選挙における無投票の問題に取り組んで頂きたいで
す。民主主義にとって有権者の参加はかかせず、報道はその要の一つです。ノルウェーでは公共放送 YLE が学
校選挙という 10代の投票権のない生徒向けの全国的な模擬投票を学校と連携し実施、投票率向上に繋げ
ています。NHK だからこそできる施策をぜひ、民間団体と連携しながら実施して欲しいです。 
【NO YOUTH NO JAPAN】 
 
民放にはない切り口で物を見る NHKは非常に貴重な存在です。(中略)公平で正しい情報の発信という物は
なかなか難しいのかも知れませんが。NHKはそう言う部分を期待され、一過性の世論に流されない貴重なメディ
アだと思っています。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：23件） 

だと認識しており、今後もその役割を果たしてまいりた
いと考えています。 

NHK の究極の使命を『健全な民主主義の発展に資すること』(放送法第一条 3項)とすることに反対です。究
極の使命は同条 2項の『放送の不偏不党、真実及び自律の保障』とすべきです。NHK の報道は著しくバラン
スを欠く場合があります。(中略)すなわち情報空間の参照点にはなり得ません。(中略)そのためには、不偏不
党、真実に基づくバランスの取れた報道が大前提です。独善的な価値観に基づく報道を排除し、公平、公正、
中立的な報道の徹底を図る必要があり、そのための具体的方策が求められています。例えば、偏向報道に対す
る視聴者の意見を公開すると共に、第三者委員会で報道内容を検証し、再発防止を図る仕組みの構築が考
えられます。公共放送の中立性を確保するための具体的な行動を期待します。 
【個人】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
経営計画案において、より良い放送を通じて「健全
な民主主義の発達に資すること」を究極の使命と位
置付けていますが、「放送の不偏不党、真実及び自
律の保障」も NHK の大事な使命だと考えています。 
なお、日本放送協会番組基準において、「日本放
送協会は、全国民の基盤に立つ公共放送の機関と
して、何人からも干渉されず、不偏不党の立場を守
って、放送による言論と表現の自由を確保し、豊か
で、よい放送を行うことによって、公共の福祉の増進
と文化の向上に最善を尽くさなければならない」として
います。また、NHK放送ガイドラインにおいても、
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「NHKは、公共放送として、憲法で保障された表現
の自由のもと、正確で公平・公正な情報や豊かで良
質な番組を幅広く提供し、健全な民主主義の発展
と文化の向上に寄与する。この役割を果たすため、
報道機関として不偏不党の立場を守り、番組編集
の自由を確保し、何人からも干渉されない。ニュース
や番組が、外からの圧力や働きかけによって左右され
てはならない。NHKは、放送の自主・自立を堅持す
る」としています。 

経営計画とは関係ないかもしれませんが、「公共放送」の使命・立場の説明、アピール不足なのでは無いかと思
います。(中略)民間放送など、企業からお金を提供された番組では、偏りは排除できないのですから、「国民に
スポンサードされた NHK」を大々的にアピールするべきではないでしょうか？ 
【60代・男性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
テレビでのお知らせ等も活用して、公共放送の役割・
使命の周知に努めておりますが、引き続き視聴者の
みなさまにご理解いただけるように取り組んでまいりま
す。 

記述表現などについて 記述や論理構成に関するわかりにくい点を以下に何点か指摘する。細かい内容だが多
少とでも参考になれば幸い。 (1)P2、冒頭の「究極の使命」に唐突感。「（放送の）or（NHK の）究極の
使命」という趣旨ならば明記した方がよい。 (2)P2、１行目の（放送法）は削除すべき。放送法１条の「健
全な…資する」という文言は、法目的の一つとしての記述。「究極の使命」と位置付けるのはあくまでも NHK の
主体的な認識。ここで（放送法）と記述するのは誤解を招く。 (中略) (4) P2 の「デジタル化の負の側面でも
ある、」という文言は不要ではないか。 (5) P2 で「フェイクニュース」が、災害時の箇所にのみ記述されているが、
フェイクニュースへの対応は災害時・平時を問わない深刻な課題。 (6)P2 の「ロシアによるウクライナ侵攻」は
「平時」の例としてはやや違和感。 (7)P2 の「ロシアによる…「世界の健全な民主主義の発達に資する」という
使命を、…再認識させるもの」という記述は意味不明確（推測はできるが舌足らず）。また「再認識させるも
の」ではなく、「NHKは使命を再認識した」ということではないか。主体としての NHKが背後に隠れるような表現
はできるだけ避けるべき。 (8)P2下部に「民主主義の基盤である多角的な視点＝「信頼できる多元性の確
保」へ貢献すること」とあるが、「多角的な視点」と「多元性の確保」は性格的に異なるものであり、「＝」でつなぐ
のは違和感。 (9)「信頼できる多元性の確保」とあるが、多元性の意義は、必ずしもすべての情報提供主体が
信頼できるかどうかわからないので多元性を確保することによって信頼できる情報空間を形成する、というところに

【執行部】 
いただいたご意見は今後の経営計画策定の参考に
させていただきます。 
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コンテンツの 6 つの柱 の中に、放送法 81条に明記されている「文化振興」と直接結びつく表記がないのはな
ぜか。 
【40代・男性】 
 
目指すべきコンテンツに６つの柱を設定しているが、項目の優先順位が全く読み取れない。 
【70代以上・男性】 
（他、類似する意見：2件） 

お応えし、放送法で求められる NHKの役割を果た
してまいります。 
「文化振興」についても、「⑤未来を見つめ 人生を
豊かにする教養・エンターテインメント」などで貢献して
いきたいと考えています。 
なお、６つの柱を具体的に実現するコンテンツについ
ては、来年度（2024年度）以降の編成計画など
でお示しすることになります。 
いただいたご意見も参考にしながら、検討を深めてま
いります。 

究極の使命及び基軸としている二点については同意できますが，それがなぜ６つの柱につながるかが理解できま
せん。論理的に説明がつながっていないと思います。  
【50代・男性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
「コンテンツの６つの柱」は、NHK の公共的価値をよ
り多くの視聴者に実感していただけるための具体的
方針を示したものです。 
６つの柱は、どれを優先するということではなく、総体
として実現を図ることで、視聴者のみなさまの期待に
お応えし、放送法で求められる NHKの役割を果た
してまいります。 

目指すべきコンテンツの 6 つの柱については概ね理解・了解できます。しかしこれが実際に実践されうるかについ
ては疑問を持ちます。すなわち「②重点投資について（１）コンテンツ：コンテンツの生産総量、強化の重点と
整理縮小の観点からメリハリあるジャンルの管理の深化を進め、柱となるコンテンツに経営資源を集中的に配分
する」とあります。また BSは事実上 2局が１局に縮小されます。これではコンテンツの総量が整理縮小されてい
く中で、事実上「NHK らしい良質なドキュメンタリーや調査報道」などが大幅に縮小されていくことになるのではな
いでしょうか。それゆえ、この経営計画案には反対せざる負えません。 
【70代以上・男性】 

【執行部】 
受信料の１割値下げに伴って大幅な減収となる
中、デジタル技術の活用や設備投資の削減など、さ
まざまな工夫をすることで、コンテンツの質と量を確保
しながら、1,000億円規模の事業支出の削減を行
い、2027年度に収支均衡を目指します。 
過去に例のない事業支出の削減で、決して容易な
ものではありませんが、計画を着実に実行してまいり
ます。 
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さて、以下に疑問点を述べます。各々Ｐ５から具体的な記述があるようですが、正にコンテンツ起点です。以後
どんな展開しても意味ありません。 Ｐ３で②に”フェイク”と断定的に出ますが、びっくりです。この行に字数制限あ
ると思いますが、Ｐ２にフェイクニュースが蔓延の記述あります。同じ意味合いをふくませている感ありますが、一
考してください。 Ｐ２からＰ４で、「多角的」「多元性」「多様性」などが出ます。ランダムに適当に並べていませ
んか。今一つ読み直して適切に使いましょう。 Ｐ４最終行にメディアは削減、このメディアとは？何でしょう。分か
りません。Ｐ２の２行目に公共放送（メディア）ＮＨＫとあります。何のことでしょう。 Ｐ４下から２行目、コン
テンツ起点の記述ありますが、このページでしきりにコンテンツを使った記述があります。そこを踏まえても「起点」が
突然すぎます。もう少しかみ砕いた柔らかい表現ありませんか。 Ｐ２の右側の点線枠で平時とあります。ロシア・
ウクライナ問題ありますが、今は別の中東問題が発生中です。同列に盛り込むべきでしょうか？ご一考を。 
【60代・男性】 
（他、類似する意見：12件） 

【執行部】 
いただいたご意見は今後の事業運営の参考にさせて
いただきます。 

計画の中で自然災害の頻発、激甚化に対して命と暮らしを守る報道の強化を打ち出しておられるのは、大変い
いと思います。。   
【50代】 
（他、類似する意見：1件） 

賛同のご意見として承ります。 

NHK経営計画（2024－2026年度）案に対する静岡第一テレビ意見  【地域からグローバルまで】（NHK
経営計画案 P6） ・「地域からグローバルまで～民主主義の健全な発展に貢献～」の中で、地域については 
厳しい財政状況のなかでも取材・制作の基盤的資源へ投資すること、それぞれの地域に 合った形態でサービス
を展開していくことが示されています。地域においても放送の二 元体制を維持していくという観点で、どのような地
域サービスを想定しているのか詳細 を明らかにすることを要望します。また、すでにサービス展開している民放事
業者との 競合を避けるよう十分配慮いただくことを要望します。   
【株式会社静岡第一テレビ】 
 
「地域取材を基軸に、一律化することなく、それぞれの地域に合った形態でサービスを展開していく」について   
ＮＨＫが民主主義の健全な発展に貢献することを目的に、地域取材を基軸にサービスを展開していくという方
針を出されたことに賛同いたします。情報空間において二元体制を維持することの重要性は、各「地域」におい
ても等しく存在します。地域における二元体制を維持し地域の情報を発信し続けるために、ＮＨＫが先進的な

【執行部】 
地域においても、経営計画案にお示ししている基軸
を公共放送として担うことが NHK の使命だと認識し
ています。具体的には、災害対応や地域取材を中
心に展開していくことを想定しています。 
もちろん民間放送事業者等との健全な競争確保に
も配慮し、持続可能性のある二元体制の維持・強
化に向け、連携を深めていきたいと考えています。 
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役割を果たすことを期待します。地域にあった形でサービスを展開していく上では、都市部偏重にならないよう、
十分留意することを求めます。   
【中部日本放送株式会社及び株式会社ＣＢＣテレビ】 
（他、類似する意見：1件） 
「民主主義の一翼を担う」ことについて NHKは民放で流すにはコストがかかり、かつ民主主義を担うことに必要
なコンテンツを流す必要があると思います。 例えば国会の選挙時の政見放送は、現在、選挙期間中の間、同
じ地域の政見放送を、同じ時間に繰り返し流していますが、仕事をしていると、毎日決まった時間に決まった地
域や立候補者の放送しか見ることができません。(中略) NHKはセカンドチャンネルを持っているのですから、 仕
事を持つ人が見やすいように、19時から 23時まで、セカンドチャンネルを使用して繰り返し政見放送を流す必
要があると思います。 また国会中継も、生中継だけでなく、夜間から深夜にかけて、再放送を行ったり、各委員
会も中継したりして、国民に政治が行われている場を見せる機会を提供する必要があると思います。 
【40代・男性】 
（他、類似する意見：2件） 

【執行部】 
視聴者のみなさまからは、国会中継や政見放送の
視聴機会についての要望がある一方、ニュースや通
常の番組の充実を求める要望など、幅広く寄せられ
ています。こうしたことを総合的に判断し、放送を実
施しています。 
▼国会中継について、ＮＨＫは、国権の最高機関
である国会の議論を伝えることは、公共放送として国
民の知る権利に応えるとともに、国民の政治参加を
進めるうえでも重要だと考え、ＮＨＫ独自の編集・
編成判断に基づき、国会中継を実施しています。 
▼また、政見放送は公職選挙法に基づいて、候補
者の政見をそのままお伝えするもので、規定の方式や
回数で実施されます。放送時間は、すべての候補者
に公平であり、かつ多くの有権者が視聴できるような
好適時間帯に、同じ選挙区の政見は同じ時間帯で
放送し、複数回ある場合は異なる時間帯で放送し
ます。政見放送は、政治的に公平性確保の観点か
ら、総合テレビのメインチャンネルで実施することにして
います。 

NHK ニュースは表面的な内容が多く、問題の本質が見えてこないと感じることが多い。 それは、単に事実を羅
列して表現する機械的な感覚となるからです。 事実を重視することは大事ですが、その事実の背景を説明しな
ければ、真実は見えてこないことが多々ありますが、NHKはそこに一歩踏み込んでこないことが多いと感じます。
民報に比べると顕著です。人間性を加えないニュースは、死んだ文書と同等です。良くご検討ください。 一例で

【執行部】 
気候変動がさまざまな問題を引き起こすなか、NHK
は、脱炭素社会の実現に向けて、国連が推進する
気候キャンペーン「1.5℃の約束 いますぐ動こう、気
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すが、地球温暖化現象は世界のだれもが明確に認識していることです。その原因が産業革命以来の人間活動
に起因していると。（●●●●元大統領のように現在の温暖化は地軸のすりこぎ運動など天体としての長期的
な地質的天文的な変動が原因だと言う人は、極めて少数であり、非科学的フェイクと考えます） だとすれば、
日本政府が未だに「石炭火力」に固執することに対して反対の立場を明確に示すなどがあっても良いと考えま
す。たとえ政治的に異論があるにしても、日本の現在の立場は「化石賞」以外のなにものでもないと思います。 
サイエンスゼロ・コズミックフロントを毎週必ず視聴しているファンより 
【70代以上・男性】 
（他、類似する意見：71件） 

温上昇を止めるために。」に共同参加し、ことしも
COP28 の開催などに合わせて特別番組を編成した
り、ニュース番組を含む定時番組で集中的に取り上
げたりするなど、積極的に情報発信することを検討し
ています。 
一方、国のエネルギー政策など、政治上の諸問題を
扱う際には、あくまで公平・公正、自主・自律を貫
き、視聴者の判断のよりどころとなる情報を多角的に
伝えるよう努めています。特に、対立が大きくなれば
なるほど視聴者のご意見の幅も大きくなるため、特定
の主義・主張に偏っていると受け取られないよう留意
しています。いただいたご意見やご指摘なども踏まえ、
引き続き、信頼していただける放送を心がけてまいり
ます。 

受信料は上がってもいいから記録としてアーカイブに遺せるような質の高い番組を作って欲しいです。 
【50代・女性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
ご指摘いただいたとおり、今後も質の高い番組づくり
に努めたいと考えています。 

6 つの柱の「幅広いジャンルと地域情報で多様性・多元性の実現」について、総合テレビのローカル番組枠を増
やして地域向け番組の質・量を充実させていったらいいんじゃないんでしょうか。(中略)また、地域放送局のニュ
ースや番組を全国に向けて放送する『列島ニュース』や『地域局発』といった番組も継続していったり、NHK プラ
スでの地域番組の配信や各地域局がホームページ・SNS を通じて幅広い世代に地域の情報を伝える取組み
もさらに拡充していって、全国各地の NHK の放送局が地域の応援団として放送・ネットの両輪で各地の視聴
者の生活に役立つ情報を届けていけるようにしていってほしいです。 
【20代・女性】 

【執行部】 
地域向けサービスは NHKの重要な役割であり、コス
ト削減・効率的な制作体制とコンテンツの質・量の充
実のバランスを取りながら、引き続き視聴者のみなさ
まの期待に応えていきたいと考えています。 

国際展開として「各国で浸透するＯＴＴほか、コンテンツの流通革命に合わせ、戦略的に制作・展開の可能性
を探る」「副次収入増等にも貢献」としていますが、受信料収入で支えられるＮＨＫが海外ＯＴＴで増収を図
ることに違和感があります。特に“ＮＨＫアニメ”の多面展開については、●●●●●●●●●●●等の子会
社を通じて作品を購入、出資したり、海外大手スタジオと共同製作したりして放送に加え国際展開を強化すれ

【執行部】 
受信料で制作された NHK コンテンツを海外展開す
ることは、コンテンツの有効活用や日本コンテンツの海
外市場における位置づけの向上など、視聴者・国民
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「〇基幹となる二元体制の維持 ◇ネットワーク効率化に向けた取り組み」について  ＠今回の経営計画におい
て、放送ネットワークインフラの効率化に向けた取り組みを強調し“経済合理性を大前提に、民放と協調して積
極的に対応していく”とあることにローカル民間放送局として賛同するとともに期待します。 ローカル民間放送局
においては、中継局を安定的に維持運用していくことは、経営に対して少なくない負荷となっています。また地域
によって中継局設置状況には多くの違いがあります。記述にあるとおり“経済合理性”を大前提として、ＮＨＫ・
民放双方の合理性が確保できる計画が進むようＮＨＫには各エリアにおいて積極的な協調、努力をお願いし
たい。    
【（株）テレビ愛媛】 
 
＜P7 情報空間全体の多元性確保へ貢献＞  ＮＨＫと民放の二元体制を維持し、「ネットワーク効率化に
向けた取り組み」として、共同利用型モデルの導入、持続可能な代替手段の検討等について、「経済合理性を
大前提に、民放と協調して積極的に対応していく」との方針を示したことは賛同します。 
【朝日放送テレビ株式会社】  
（他、類似する意見：2件） 
基幹となる二元体制維持(予算規模:600億円*)~将来の受信料負担の軽減に貢献~やメディア産業全体
のため(予算規模:100億円*)などは、現放送法に準じた場合には本来業務に該当するのでしょうか？  
【個人】 
 
投資(ネットワークなどの研究)に、600億は、多いです、受信料が少なくなるよう、受信料の支払いも厳しい世
の中です。経費を縮小してほしい、 
【50代・男性】 

【執行部】 
ネットワーク効率化に向けた取り組みやメディア業界
全体のための取り組みについては、民間放送事業者
との二元体制を堅持し、地域のみなさまに、ＮＨＫ
と民間放送事業者の放送を将来にわたって届けてい
くことを目的としています。 
民間放送事業者と連携・協力して、維持・管理のコ
スト抑制や保守管理の人材確保に取り組むことで、
視聴者の将来の負担軽減につなげていきたいと考え
ています。 
詳細な内容は、毎年度の事業計画で公表し、適正
性などを説明することで、視聴者のみなさまに理解し
ていただけるよう取り組んでまいります。 
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「情報空間全体の多元性確保へ貢献」の項目に関して  基幹となる二元体制維持に関して予算規模６００
億円を盛り込んでいますが、地方においても民放ローカル局との協調の取り組みの推進を求めます。経営計画
ではネットワーク効率化に向けた取り組みとして中継局の共同利用型モデルの導入が挙げ、「経済合理性を大
前提に民放と強調して対応していく」としています。民放ローカル局の立場からも各地域で中継局共有化の協
議を開始し、早期に具体的成果が得られるようＮＨＫが先導的役割を果たしていただくことを望みます。 
【石川テレビ放送】 
 
ＮＨＫ経営計画（2024－2026年度）案に対する（株）鹿児島讀賣テレビの意見   【情報空間全体の
多元性確保への貢献】  共同利用型モデル等によるネットワーク効率化に向けた取り組みは、地上波民放ロー
カル局の直面する喫緊の課題に対して、有効な経営の選択肢となり得るものとして重要だと考えます。 その導
入に当たっては、地上波民放ローカル局にとって、継続的に経済合理性が担保される枠組みを求めると共に、
各エリアの地域特性を充分反映する為に、中継局更新スケジュールの実状を踏まえて、なるべく早期に、地域ご
との情報共有、協議の場が設けられることを望みます。 
【株式会社鹿児島讀賣テレビ】 
 
情報空間全体の多元性確保へ貢献 情報空間における多元性を確保する要素の一つはまぎれもなく「地域
性」であり、歴史や文化、あるいは経済力など、まさに地方特有の特性や事情に根差した多種多様な情報発
信が得にローカル放送の多元な価値の維持に貢献すると考えます。  今回の経営計画に示された「二元体制
の持続可能性を高めるための民放との協力強化やネットワークの効率化」という方針について、弊社は民放連
同様歓迎する立場ですが、中継局の「共同利用型モデルの導入」を今後検討されるにあたっては、経済合理
性を大前提としながらも、特にエリアによって民放ローカル局の負担差が過大にならないよう、地域の特性と個々
の局の経営事情に配慮した提案をいただくよう求めます。    
【株式会社熊本県民テレビ】 
（他、類似する意見：6件） 

【執行部】 
ネットワーク効率化に向けた取り組みやメディア業界
全体のための取り組みについては、民間放送事業者
との二元体制を堅持し、地域のみなさまに、多様な
放送を将来にわたって届けていくことを目的としていま
す。総務省が主催する「デジタル時代における放送
制度の在り方に関する検討会」での検討内容を踏ま
えて、具体施策について協議の場が設置されるもの
と認識しています。地域の民間放送事業者を含めた
関係者間で十分な協議を重ねながら検討を具体化
していきたいと考えています。 

「情報空間全体の多元性確保への貢献」として「ネットワーク効率化に向けた取り組み」が記載されている。「経
済合理性を大前提に民放と協調して積極的に対応していく」とあるが、ＮＨＫが考える「放送ネットワーク効率
化の具体案」を一刻も早く、明らかにするべきだ。効率化はＮＨＫだけで成し遂げられるものではない。地域ごと
に大きく異なる実情を踏まえ、民放と考えを共有し、十分な議論をしてこそ、国民・視聴者の負担軽減につなが

【執行部】 
ネットワーク効率化に向けた取り組みやメディア業界
全体のための取り組みについては、民間放送事業者
との二元体制を堅持し、地域のみなさまに、多様な



15 

 

る、将来の放送ネットワーク構築ができる。 当社としては、民放も応分の負担をし、ＮＨＫと対等な立場で検
討を進めていくべきだと考えている。 
【讀賣テレビ放送株式会社】 
（他、類似する意見：2件） 

放送を将来にわたって届けていくことを目的としていま
す。総務省が主催する「デジタル時代における放送
制度の在り方に関する検討会」での検討内容を踏ま
えて、具体施策について協議の場が設置されるもの
と認識しています。地域の民間放送事業者を含めた
関係者間で十分な協議を重ねながら検討を具体化
していきたいと考えています。 

外部との協調・連携「“共存共栄”のための外部制作比率の確保（衛星）」「業界全体の底上げの取り組み
等」 （意見）今回の計画ではコンテンツの総量削減による費用圧縮が盛り込まれており、稲葉会長は会見で
「狭義の番組原資は 10％程度、番組原資以外の間接費は 20％程度削減」と説明している。そうした中で 
“共存共栄”を図るためには、外部制作プロダクションへの発注は発注比率を確保するだけでなく、発注額につい
ても十分に配慮することを要望する。 またＢＰＯなど、これまで民放とともに務めてきた放送文化の育成、発展
に資する役割については、今後も適正な拠出規模が維持されることを要望する。   
【株式会社毎日放送】 
（他、類似する意見：2件） 

【執行部】 
外部制作事業者はＮＨＫのパートナーであり、その
役割は今後も変わりません。基幹放送普及計画の
改正で示された再編後の衛星 2波の外部制作比
率の努力目標を踏まえ、外部制作事業者と健全な
取引を行い、質の高いコンテンツの制作に取り組んで
まいります。 

「情報空間全体の多元性確保へ貢献」 〇日本の放送が二元体制で成り立っていることを考慮すると、ＮＨＫ
と民間放送は両輪としてバランスの取れた関係を築くべきと考えています。基幹となる二元体制を維持するため
に 600億円規模の予算を活用し、共同利用型モデルの導入や接続可能な代替手段の検討を民放と協調し
て積極的に対応するとしたことを評価するとともに、メディア産業全体の底上げのための外部連携による取り組み
等については、これまで以上の役割を果たすことを期待します。   
【株式会社ビーエスフジ】 
（他、類似する意見：4件） 

賛同のご意見として承ります。 

業務範囲の絞り込みを---”放送”の枠を超えないようネットは除外し、業界全体の発展に貢献するような設備
の共有化などはせず、NHKの放送だけで発生する費用を分かりやすくせねばならない。 
【個人】 

【執行部】 
人口・世帯数の減少や物価の上昇等により放送ネッ
トワークのコストが増加し、設備の更新・維持が困難
となる可能性が指摘されています。 
将来的に視聴者のみなさまに追加負担を強いること
なく、いかなる事態でも、地域の人々に社会にとって
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のみなさまの期待に応えるニュースや番組を届けてま
いります。 

持続可能な世界に貢献し続けるために、もっと受信料に責任感を持ってコスト意識を持ってほしい。  NHKは
受信料という超安定の収入源があるせいで、全く変革が行われていないと思います。 番組や組織に時代錯誤
な部分が多々あると感じています。 番組づくりにしても、経営にしても、コスト感覚が全くない。  中でも、俳優や
タレントに「語り」の仕事をやらせるのはもっともたるものです。 俳優やタレントの名前で釣るような時代錯誤な番
組作りはやめさせてほしいです。 俳優やタレントの語りは野暮ったく、番組時代が陳腐になりがちです。    
【個人】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
受信料が長期的な減収傾向となることが想定される
中にあっても、信頼できる基本的な情報を提供し、
「信頼できる多元性確保」に貢献する役割を果たし
続けるため経営資源の“選択と集中”を図り、コンテン
ツ価値の最大化を図ります。コンテンツの質を高める
資源配分を基本とし、指標を用いて投資効果を測り
ながら適宜、配分を見直していきます。 

私はＮＨＫの受信料徴収は法律に基づくものだから是認する。 要は税金と同様。またＮＨＫの予算は国会
での承認が必要。 これからすると国家機関に準じるもののはず。 そうであるとすれば、決算については会計検査
院の監査が必要というべきであり、給与水準についても人事院の統制をかけるべきと思う。 そのような法改正を
するべきと思う。 本来は、民営化が筋だが。  そのようななかで、経営計画をみるに、コスト感覚が全く感じられ
ない。 事業収支赤でよしとするなど民間ではありえない。  
【70代以上・男性】 

【執行部】 
受信料の値下げを実現する原資として、還元目的
積立金を活用するには、放送法に基づき、事業収
支をマイナスにして、積立金を充てる仕組みになって
います。今回の次期中期経営計画案は、それに則っ
て策定したものです。なお、ＮＨＫ決算については、
放送法の定めにより、会計検査院の検査を受けてお
ります。 

事業分野別、各地方放送局別の経費費用明細の開示なしに、意見の具申は無理でしょう。特に、報道、気
象防災情報の分野についての、経費構造の詳細の開示と、今後の重点分野、合理化整理対象分野の明示
を、お願いします。毎年の決算予算の開示内容についてもしかり。 
【60代・男性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
受信料によって支えられる公共放送として、視聴者
のみなさまに対し事業活動や財務内容などを十分に
説明し、理解していただくことが重要だと考えていま
す。こうした観点から、財務諸表や業務報告書など、
これまでも事業活動全般にわたって多くの情報の提
供に努めてきました。いただいたご意見を踏まえ、引き
続き開示内容の充実に努めていきたいと思います。 

受信料値下げやスリム化の大合唱に影響されて基本的な使命達成にヒビが入っては元も子もない。これは一
国の安全保障にかかわる問題である。フェイクの洪水のなかで真実を伝える灯台のための対価を惜しむべきでは

【執行部】 
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送に置き換えることはそれほどコストは掛からないはずだ。それにいくつかのジャンルごとでネットラジオ限定の専門
局をつくることもできるだろう。   
【個人】 
BS の 1波の削減と、今後 AM ラジオ 1波の削減が予定されていますが、これにより良質のある番組提供が行
われるのか、その回答に答えていないと思います。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：8件） 

【執行部】 
放送波は削減しますが、限られた経営資源を質の
高いコンテンツの取材・制作に集中させ、今後も視聴
者のみなさまの期待の応えるニュースや番組を届けて
まいります。 

受信料と放送コンテンツについて テレビ、ラジオのチャンネル削減するなら受信料は実質値上げではないのか、 
4k視聴できない世帯ではさらに視聴範囲が削減される。 
【50代・男性】 

【執行部】 
放送波は削減しますが、限られた経営資源を質の
高いコンテンツの取材・制作に集中させ、今後も視聴
者の期待に応えるニュースや番組を届けてまいりま
す。また、2Ｋテレビで衛星放送を視聴する方に対し
ては、ＢＳプレミアムで放送する定時番組のほぼす
べてを「ＮＨＫ ＢＳ（2Ｋ）」で放送するなど、編
成上の工夫を行うことで利便性を損なわないように
努めます。なお、構造改革や経営努力の成果を視
聴者に還元するため受信料額を 2023年 10月よ
り 1割値下げしています。 

【メディアの整理・削減】  ●ＢＳ波の１波削減、ＡＭラジオの 1波削減などのメディアの整理・統合を実施す
ることは歓迎しますが、公   共放送として、４Ｋ放送も含めた衛星放送全体の普及・発展のための取組を継
続すること、民放との連携を   前提とした AM の再編に伴うリスナーへの影響やラジオの将来像についての考え
方を示すこと、などの役割を   担うことを要望します。 
【株式会社 山梨放送】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
衛星放送の普及・発展については、これまでも民間
放送事業者や業界団体などと協力して取り組んでお
り、今後も継続してまいります。音声波の将来像につ
いても、リスナーの聴取状況や民間 AM放送局の
FM移行なども合わせて検討してまいります。 
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（他、類似する意見：19件） 
「メディアの整理・削減」については、国内ラジオ放送の 3波体制は維持し、FM に完全移行することでコストを
削減するべきです。   
【40代・男性】 

【執行部】 
いただいたご意見は今後の事業運営の参考にさせて
いただきます。音声波の将来像については、リスナー
の聴取状況や民間 AM放送局の FM移行なども
合わせて検討してまいります。 

ラジオは、AM を一つにするのではなく、FM をなくしてください。理由は、第二放送は教育番組として定着してお
り需要もある。第１と混ぜるのは、なじまない。FMは誰も聴いて居ない。民間ＦＭが増え、音楽のストリーミング
配信が普及する今、役目を終えています。第一と第二を残し、民法のように第一をＦＭで保管放送してくださ
い。都市部のマンションではＡＭの電波が入りません。ただし、第二のコンテンツは、半分を NHK World からの
流用として、制作費を抑えてください。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
県域向けラジオ放送を FM のみで実施している放送
局があることから、2026年度の 2波化については、
現在の 3波を AM・FM各 1波に整理・削減する
方向で検討しています。 

音声波削減について 現在、ラジオ第 2は全国的大規模災害の場合に備えて、500kW(or 300kW)の大出
力局を配置している。音声波削減については、一般的にはラジオ第 2 を削減するように理解されているが、そう
なった場合、全国的大規模災害時の放送は維持されるのだろうか。放送内容を 1波に再編することに異論は
ないが、非常時の放送体系は維持してほしい。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：4件） 

【執行部】 
ラジオはあまねく全国に正確で安全・安心につながる
情報を届ける放送波として重要な役割を果たしてい
ます。音声波の整理・削減にあたっては、大規模災
害時におけるラジオの役割を損なわないことを念頭に
検討を進めてまいります。 

NHKはこの度の経営計画改訂に伴い、チャンネルを削減する愚挙を選択されましたが、地上波を削減したなら
ば、インターネット専門局を立ち上げて、チャンネルごとに専門性を持たせるのが得策です。 インターネット局であ
れば、必ずしも東京で制作する必要はありませんし、経費もそれほど膨大になることはないはずです。 英 BBC も
ラジオは何チャンネルもあり、トークが聴きたいあるいは音楽が聴きたいなど、個人の嗜好に沿った選局が可能に
なっています。 インターネットでの動画配信を検討する前に、インターネット向けチャンネルでの音声配信を実現さ
せてください。 費用がかからない改革を先に着手することが、コンテンツの質を維持しつつも、経営力強化に繋が
るとの愚見を申し述べます。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：3件） 

【執行部】 
いただいたご意見は今後の事業運営の参考にさせて
いただきます。 
なお、現在の法制度では、ＮＨＫが放送番組と別
にインターネット独自の番組を制作・配信することは
認められておりません。 
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就任した時は、１件あたり 10億円以上の案件が対象となっていたため、ほとんど実効性のない制度となってお
りました。そこで、要稟議の金額を５億円に引下げたものです。そもそも、制度の導入からみて、予算申請の手
続きではありません。また、承認された予算の範囲で、新しいサービスの提供をする為の準備、先行投資をする
ことは、放送法でも何ら制約規制のあるものでもありません。経営判断で行えるのは当然です。そうでなければ、
新しいサービスの提供は、常に時代遅れとなります。先行投資と、実際にサービスが提供されることを結びつけ
て、放送法違反のおそれがあるという指摘は、完全に間違いです。 
刑法では、未遂を罪するには、法定が必要であることは、法律の常識です。 
 次に、内部監査制度の無力化に、経営トップが関与したことは、極めて重大な事件です。特命監査は、外部
から来た会長にとっては、唯一の内部不正等を直接調査出来る仕組みで、私も何度も活用してきました。しか
し、内部監査には、会長と言えども介入することは出来ません。今回、特命監査に、担当外の役員等が介入し
たことは、極めて異常な事態であります。制度を無力化したことは、深刻な問題です。制度の危機です。公認会
計士の監査で、トップが宣誓書に署名してますが、これに背くおそれがあります。会計検査院の検査も含めて、
正当性を無条件で認められるかどうか、大変心配です。 
 ●●●●の７月 28日付の社説の指摘を、現執行部は、どう受け止めているのでしょうか？ 
 前ＮＨＫの会長職にあった私が、このようなパブコメを出さざるを得ない状況を、経営委員会の皆様には、ご
賢察をお願い致します。 
 中期経営計画も、もちろん大切ですが、日々の経営の実践が全てであります。 
 説明可能・アカウンタブルな経営の徹底を日々の経営で実践して頂きたいと思います。 

●●●●拝 
【70代・男性】 

公開もされている「内部監査・関連団体調査規程」
に則って実施しています。 
同規程第３条の監査・調査の目的には、「協会の
諸活動が放送法をはじめとする法令…」に即して実
施されているかを「客観的に評価・検討する」と規定
されています。そして第４条には、「会長の直属とす
る」「会長のみから指揮を受ける」とあります。 
本事案では、会長から、本事案に対する監査の公
正性を担保するため、第３条の法的適合性を法務
部等関係者と協議しつつ、適切に監査せよ、という
指示を行った次第であり、それ以上もそれ以下もあり
ません。 
この監査のプロセスは理事会に諮り、議事内容も公
開しております。 
また監査委員会もこの内部監査室の特命監査を適
正と判断されています。 
このように適切な手続きに則り、適切な開示を行うこ
とで“アカウンタブルな経営”を進めてまいります。 
 
【経営委員会】 
視聴者のみなさまからいただく受信料で事業運営し
ているＮＨＫにとって、経営の透明性は大変重要で
す。引き続き、経営委員会議事録や、業務報告
書、各種広報誌等を通じて、透明性の高い経営に
努めます。 

「信頼」がすべての源。視聴者・国民から「信頼」されるＮＨＫの組織運営へ ◆ 経営マネジメント ～説明可
能・アカウンタブルな経営の徹底～  について  （1）監査委員会の機能充実について ・監査委員会を支え
る事務局の現時点での実績を評価し、その上で体制・規模の拡充の見通しを具体的に明示すべきである。 ・

【監査委員会】 
監査委員会事務局は、協会の業務に関わる各分
野において十分な知見および経験を有する専従職
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監査の実効性等を定期的に監査委員会及び経営委員会において評価し、その成果をわかりやすく公表すべき
である。   
【40代・男性】 

員で構成され、監査委員会の職務執行を補佐して
います。また、監査委員会では、内部監査室やリスク
マネジメント室とも定期的な協議の場を持つなど、連
携しながら監査にあたっています。 
その他、法律や会計、あるいはＩＴなどの専門的知
見を要する事項については、必要に応じ、それぞれの
分野における専門家から助言を得ながら対応してい
ます。 
こうした関係部局との連携強化や外部の知見をさら
にいかすことで事務局機能を高め、効率的・効果的
な監査業務に努めていきます。 
 
【経営委員会・監査委員会】 
監査委員会の職務の執行状況を、年度ごとの監査
実施方針・計画にもとづき、定期的な監査活動結
果、および協会が作成する毎年度の業務報告書な
らびに財務諸表に添えて総務大臣に提出する意見
書、そのほか随時必要な案件ごとに監査委員会で
議決し、経営委員会に報告することが、監査の実効
性の評価の機会と考えています。また、その内容は報
告書や経営委員会議事録を通じて公表していま
す。 

視聴者・国民から「信頼」されるＮＨＫの組織運営  ●新たに設置する「経営委員会と執行部による定期的
な会議体」での審議・検討事項については、可能な限り国民・視聴者へ開示していくことが必要です。   
【関西テレビ放送株式会社】 
 
ガバナンスについて ・読売テレビではＮＨＫに対し「三位一体改革」を進めるべきだと、これまでも繰り返し意見
を申し上げてきた。現在のＮＨＫの状況を鑑みるに、改革は不十分だと言わざるを得ず、このような状態で「ガ

【経営委員会・監査委員会】 
ＮＨＫプラスの衛星放送番組の配信対応問題を
受けて、経営委員会の監督機能及び監査委員会
の監査機能をいっそう発揮し、ＮＨＫのガバナンスを
強化する必要から、経営委員会及び監査委員会で
は、ＮＨＫのガバナンスについて検討を重ねました。
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バナンス」の強化と言われても、信頼回復の道のりは遠い。具体的な例が「ＢＳ配信稟議書問題」だ。 根本的
な発生原因の説明は、ＮＨＫから未だなされておらず、早急に国民・視聴者にすべきだ。 ・【「ガバナンス」の観
点から、経営委員会が、執行部と審議・検討する「定期的な会議体を設置」】との記載があるが、国民・視聴
者への説明が伴わなければ意味がない。適切な情報開示とセットにするべきだ。 情報開示の基準も明確にした
上で、国民・視聴者に意見を求めるべきで、現在の記載だけでは不十分だ。 経営委員会の情報開示に対す
る消極的な姿勢も改めるべきだ。 
【讀賣テレビ放送株式会社】 
 
一方、インターネット活用業務の必須業務化と受信料制度についての議論が行われている最中、地上波のテレ
ビ番組を同時配信・見逃し配信している「ＮＨＫプラス」で、BS番組を配信するための設備予算が 23年度
予算に盛り込まれるという極めて不適切な手続きが表面化し、ＮＨＫのガバナンスの脆さを露呈しました。これ
まで民放連と民放各社は、ＮＨＫに対して「受信料・業務・ガバナンス」の三位一体改革の不断の取り組みを
求めてきました。中期計画（案）では、“「ガバナンス」の観点から、経営委員会が、執行部と審議・検討する
定期的な会議体を設置”とあります。ガバナンス確保の在り方についての検討は極めて重要であるため、その検
討内容は、広く国民に公表すべきと考えます。 
【北海道放送株式会社】 
 
民放連は、 NHK における「受信料・業務・ガバナンス」の三位一体改革の不断の取り組みを求めてきました。
公共放送WG において、 NHK のガバナンス強化が本年秋以降の検討項目に追加されたことも踏まえ、 
NHK が三位一体改革を着実に進めることを、あらためて強く求めます。ガバナンス強化の新たな取り組みとして
示された「監査委員会の機能充実」「経営委員会と執行部の定期的な会議体の設置」については、早期に具
体像を示すとともに、適切な情報開示を継続的に行うべきです。経営マネジメントとして掲げた「説明可能・アカ
ウンタブルな経営の徹底」は、 NHK グループの事業全体に求められるものです。子会社・関連団体を含めた財
務・事業・経営戦略・コーポレートガバナンスなどに関して一層の情報開示を行うなど、積極的な取り組みを期
待します。 
【一般社団法人 日本民間放送連盟】 
 

その要旨を、ＮＨＫ経営計画（2024-2026年
度）（案）に「経営委員会・監査委員会によるガ
バナンス」として記載しています。 
経営委員会に対して説明や報告のない内容につい
ては、チェック機能を働かせることも、ガバナンスを効か
せることも難しい面がありますので、「内部統制強化
の一環として、すべての稟議書の査閲など監査委員
会の機能充実を図ること」、また、執行部に対して、
適宜、説明を求め、執行部からの情報提供の質と
量のいっそうの改善を図るために、「協会・関連団体
の運営、業務、財産に関する重要な内容に対し、と
くに『ガバナンス』の観点から、経営委員会が、執行
部と審議・検討する定期的な会議体を設置するこ
と」を掲げました。具体的な内容は検討中ですが、現
時点では次のとおり考えています。①すべての稟議書
の査閲など協会の重要案件に対する監査委員会に
よる確認および経営委員会への報告の充実、②内
部統制関連の報告など、経営委員会、監査委員
会に対する執行部からの情報提供の拡充、③ガバ
ナンス強化に向けた会議体の設置。 
以上のように、経営委員会及び監査委員会は、Ｎ
ＨＫのガバナンスの強化に向けて、ＮＨＫ経営計
画（2024-2026年度）（案）に「経営委員会・
監査委員会によるガバナンス」として掲げた項目に取
り組み、執行部と適切な緊張関係を保ちながら、今
後の再発防止やコンプライアンスの徹底について、しっ
かりと監督・監査していきます。 
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「定期的な会議体」について ・「『ガバナンス』の観点から」との趣旨が不明である。執行部の法令遵守を確保す
る趣旨であれば経営委員会の監督機能の強化で必要十分である。経営委員会が現行法の定める議決事項
の審議に当たって、執行部からより十分な説明を受ける、執行部の案に意見を述べる機会をより確保する必要
があるというのであれば、経営委員会の開催回数や審議時間を増やす等の運用を工夫すべきである。(3)にも
関連するが、いかなる意味での「ガバナンス」を想定しているのか具体的に明示すべきである。 ・経営委員会と執
行部の情報共有を図るのか、運営・業務・財産について共同の意思形成を行うのか、「定期的な会議体」の役
割を具体的に明示すべきである。 ・「定期的な会議体」において、経営委員会の監督と執行部の執行との分
離が曖昧となり、経営委員が禁止事項に触れたり、逆に執行について心理的責任を負って監督が手控えられ
たりすることのないようにすべきである。 ・以上のことから、「定期的な会議体」で扱う事項や手続については、規
程を定めて公表すべきである。 ・少なくとも「定期的な会議体」の議事録も経営委員会の議事録と同様に公開
するか、少なくとも議事概要は即時公表し、議事録を作成保管し、一定期間後に必ず公開することとすべきで
ある。  (3)協会全体のガバナンス及び経営委員会のガバナンス強化について ・協会及び経営委員会は、「定
期的な会議体」の設置にとどまらず、協会全体及び経営委員会のガバナンス強化の方策を提示すべきであ
る。 ・同時配信の必須業務化をはじめとして「公共メディア」への転換を目指す一方、経営を支える受信料収
入の減少が見込まれる中、より多くの社会の構成員の意見を包摂し、適切な業務改革を継続的に行うことで、
ジャーナリズムに基づく質の高い情報の供給を通じてデジタル空間の健全性の維持に貢献するという新たな公共
的な役割が協会に求められている。 ・そのような役割を果たすために、法令遵守や透明性の向上は当然のこと
として、二元体制への配慮をはじめとする競争環境への配慮、デジタル空間の把握と分析、それに基づく意思形
成プロセスの機動性・質の向上、「信頼」されるための説明責任の方策等について、新たなガバナンス方策が求
められるところ、経営計画案にはそれらの具体策が提示されていないといわざるを得ない。 ・これらの協会が今後
果たすべき役割との関係でのガバナンス強化の方策について、決定される経営計画において具体的に明示すべ
きである。 ・とりわけ協会のガバナンスの中核にある経営委員会制度は、視聴者代表としての性格を有する議
決機関として、重大な役割を担うことを自覚すべきである。今後のインターネット活用業務に関して、いつ、何をど
のように議決しその責任を負うのか、経営委員会自身の法令遵守や競争環境への配慮等について、執行部外
の専門家の知見をどのように活用するのか等、既に総務省検討会等でも指摘された課題について、今後の法
改正の方向性を踏まえた、経営委員会自身のガバナンス改革の方向性を示すべきである。 ・あわせて、経営
委員会を支える事務局の現時点での実績を評価し、その上で体制・規模の拡充の見通しを具体的に明示す
べきである。 

【執行部】 
ガバナンス強化にあたっては、経営の意思決定プロセ
スの明確化など、内外への説明を適切に行うことが
重要であると認識しており、引き続き適切な情報開
示に取り組んでまいります。 



31 

 

【40代・男性】 
（他、類似する意見 3件） 
「〇経営マネジメント」について  ＠ＮＨＫの受信料支払いは、受信設備を持つ者の責務とはいえ、ＮＨＫに
対する信頼があるがゆえに成り立つものと考えます。  一方でＮＨＫ内では、国民の信頼を裏切る不祥事が
散発しています。信頼を失うことはＮＨＫの主たる収入源である受信料に、ひいては経営計画への影響も少な
くないはずです。 “◇経営委員会・監査委員会によるガバナンス”の項で一定の対応が記されているものの、記
述が簡潔すぎに感じます。ＮＨＫに対する信頼が失われることは放送界全体への信頼感にも影響します。 “視
聴者・国民から「信頼」される”ことは、民放・ＮＨＫに限らず放送業界にとって生命線であると考えます。 コンプ
ライアンス、ガバナンスの強化については、ＮＨＫの経営計画の中でもっと前段で記述し具体的に強調してもよ
いのではないでしょうか。    
【（株）テレビ愛媛】 
 
ガバナンス強化については、監査委員会の機能充実や、経営委員会・執行部の定期的な会議体を設置する
ことなどが盛り込まれている。衛星放送のネット配信予算問題によって明らかになったのは、経営委と執行部の責
任の所在の整理など、ガバナンスの抜本的な改革の必要性だ。これまで NHK が示してきた再発防止策や今
回の経営計画案によって、果たして十分なガバナンス体制が構築できるか、また今回のような問題を防げるかど
うかは全く明らかでない。総務省の公共放送ワーキンググループ（WG）でも、構成員からガバナンスについて検
討を求める意見が相次いで寄せられた。ガバナンスは「三位一体改革」の重要な要素だ。ガバナンス強化の方
策をより明確かつ具体的に盛り込むよう求める。  
【一般社団法人 日本新聞協会】 

【経営委員会・監査委員会】 
ＮＨＫプラスの衛星放送番組の配信対応問題を
受けて、経営の意思決定におけるチェック体制の整
備・強化が必要なため、監査委員会が稟議の確認
をするとともに、経営委員会が、情報提供の状況の
確認等について審議・検討することなどを考えていま
す。 
 
【執行部】 
経営計画案に記載のとおり、何より視聴者・国民の
みなさまからの「信頼」がすべての源であり、重要な項
目だと認識しています。具体的な内容については、経
営委員会と執行部で協議し、明確にしたいと考えて
います。 

Ｐ１０ 「信頼」が全ての源 視聴者・国民から「信頼」される NHK の組織運営へ ○「信頼」を作り出す現場
マネジメント◇高い専門性に基づく現場力の強化 ○経営マネジメント～説明可能・アカウンタブルな経営の徹
底～ （意見）NHKは放送法で規定されている特殊法人であり、民間企業とは異なる特別な規律が求めら
れることは現場も十二分に留意、理解しておかねばならない。その意味では現場には高い専門性、経営にはガ
バナンスと分けるのでなく、NHK全体としてその成り立ちを鑑みたガバナンスを徹底する必要があり、そのための
方策も併せて示すべきである。  以上 
【株式会社毎日放送】 

【執行部】 
放送法をはじめルール順守と高い専門性について
は、NHK グループ全体で取り組むべきものであり、現
場にも徹底するための人材育成や意識の醸成に取
り組んでまいります。 

番組種別の視聴時間を明らかにすることで、職員のモチベーションと人事体系に繋げるべきである。 【執行部】 



32 

 

【70代以上・男性】 
（他、類似する意見：2件） 

経営計画案では、「『信頼』をつくり出す現場マネジメ
ント」として、「高い専門性に基づく現場力の強化」を
掲げています。受信料収入が大幅に減少する中で、
先端のテクノロジーの活用などにより制作環境を高度
化し、コンテンツの質・量を確保していくためには、職
員のモチベーションを高める人事施策が重要と考えて
います。コンテンツサービスにおいて多様な視聴者・国
民のニーズに応えていくために、視聴時間など量的な
面だけでなく、質的な面も含めて多面的に見ていく必
要があると考えています。職員が高いモチベーションを
持ってコンテンツ制作に取り込める環境を人事施策
も含めて構築していきます。 

ちょっとピリリとする意見があるとしたら、人材育成をもう少し頑張ってほしいかもしれません。正しい日本語なのか
な？と思う時があります。意味としては、通じるけれど、話し言葉であってきちんとしたイントネーションやアクセント
ではないのではないかな？とちょっと思う時があります。 
【30代・女性】 
（他、類似する意見：5件） 

【執行部】 
経営計画案では、「『信頼』をつくり出す現場マネジメ
ント」として、「高い専門性に基づく現場力の強化」を
掲げています。専門性を発揮できる“内制力”を保持
し、情報空間全体に「信頼」できる情報を提供するこ
とを支えていくために、基本に立ち戻った育成等を徹
底し、高い水準の専門性を維持・強化できる仕組み
を構築します。ＮＨＫにはアナウンサーや記者やディ
レクターなど、様々な職種がありますが、それぞれの専
門性を伸長し、コンテンツの質を高めていきます。 

まず、NHK が「人生を豊かにする教養・エンターテインメント」の制作に取り組む前に NHK の抜本的な組織改
革をし、NHK が「教養」を取り戻してほしい。(中略)原稿、番組に対する責任感が一番強いアナウンサーを責
任者にするべきだと思います。 NHK には、既に多数のアナウンサーを抱えているので 広い視野とバランス感覚を
備えたアナウンサーが、それぞれの専門記者、専門家とともに 世界のネットワークを活かしたりしながら、一緒に番
組を制作するようにしてほしい。  「番組」は、NHK を NHK たらしめる、重要なものです。 NHKは、すべての番

【執行部】 
経営計画案では、「『信頼』をつくり出す現場マネジメ
ント」として、「高い専門性に基づく現場力の強化」を
掲げています。専門性を発揮できる“内制力”を保持
し、情報空間全体に「信頼」できる情報を提供するこ
とを支えていくために、基本に立ち戻った育成等を徹
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組を内製化し、しっかり細部にまでこだわりを持ってほしい。 現在、NHK にぶら下がっている番組制作会社は全
て切ってください！ 
【個人】 
（他、類似する意見：3件） 

底し、高い水準の専門性を維持・強化できる仕組み
を構築します。ＮＨＫには記者やディレクター、アナウ
ンサーなど、様々な職種がありますが、それぞれの専
門性を高めて、ＮＨＫが制作するコンテンツの質を
高めていきます。 
一方で、情報空間全体の多元性確保に貢献するこ
ともＮＨＫの重要な使命と考えています。番組制作
会社は放送の二元体制を支える上で重要なパート
ナーであり、外部の制作ノウハウを取り入れるととも
に、ＮＨＫが番組制作会社との競争を通じて、公
共放送にふさわしい、質の高い多様なコンテンツを確
保していくだけでなく、こうしたことを通じて、日本全体
のコンテンツ制作力の維持・向上にも貢献したいと考
えています。 

また、全体方針の中に「PDCA を回していく」とありますが、その方針の PDCA を視聴者に示して、特に P(計
画)を示して D(行動)を行った結果、C(評価)を示した上で A(改善)を行って、視聴者に見える行動をしてほし
いです。 
【50代・男性】 

【執行部】 
経営計画（P）、毎年度の予算・事業計画（P、
D)、四半期業務報告（C、A）という形で視聴者
のみなさまにも公表しながら、PDCA を回していま
す。 

経営マネジメントとして掲げた「説明可能・アカウンタブルな経営の徹底」は、ＮＨＫグループの事業全体に求め
られるものです。子会社・関連団体を含めた財務・事業・経営戦略・コーポレートガバナンスなどに関して一層の
情報開示を行う ことを要望します 。   
【札幌テレビ放送株式会社】 
（他、類似する意見：2件） 

【執行部】 
アカウンタブルな経営の徹底については、NHK グルー
プ全体として、適切な情報開示に努めていきたいと
考えています。 
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いるものなので、すぐにでも NHK から規約内容変更を申請することができます。 NHKは事業者受信料負担の
不公平な業界格差を喫緊の課題と捉えて、早急にこれを改善する計画を示すべきです。 
【一般社団法人 病院テレビシステム運営協会】 
貧乏人からも富裕層からも決して安くない受信料を強制的に同額徴収するというのはいかがなものか。 衛星放
送を見る余裕のある家庭から１００％徴収するので良いのではないか。(中略)受信料を払えないので NHK
は一切見ないようにしている方を私は知っている。そういう人からも強制徴収することは人道に反した行為だ。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
受信料制度は、放送法を根拠とし、ＮＨＫが公共
放送としての業務を行うために必要な経費を受信機
の設置された視聴者の皆様に公平に負担していただ
く、という考え方に基づく制度です。今後とも公共放
送の役割や受信料制度の意義について、さまざまな
場を通じ丁寧に説明し、理解促進に努めてまいりま
す。 

今年度 10月から受信料が 10％値下げしたことは評価したい。徹底した放送業務全般の見直しや経営改革
に伴った成果だと受け止めています。これからも一層の経営改革に努め視聴者に還元する経営に取り組んでも
らいたいものです。 
【50代・男性】 
（他、類似する意見：4件） 

賛同のご意見として承ります。 

受信料に至っては徴収員の問題で不快な思いをし、それにより NHKへの風当たりがきつくなっている部分はあろ
うかと思いますが、今の制度は大変よくできていると感じています。   
【50代・男性】 

賛同のご意見として承ります。 

本計画の事業支出の「修正経営計画」からの増額に反対です。24年、25年 26年は 6470億円、 6300
億円、6150億円を維持すべきです。 コスト増要因としてインフレを挙げていますが、2023年１月時点とから
NHK の業務に関わる影響変化が大きいとは思えません。 
【個人】 

【執行部】 
修正経営計画策定時点から、物価上昇影響等を
考慮するとともに、より詳細な算定を行うことで金額
を見直しました。経費削減や計画及び仕様の見直
し、資本収支差金の活用等により、コスト増影響を
抑えたいと考えています。 

NHKは日本に住んでいる視聴者から受信料を徴収しています。 なぜ、受信料を払っていない海外の人向けの
無料放送をしているのか、外国人はただで、日本人は有料 おかしいと思いませんか?  
【60代・男性】 

【執行部】 
テレビとラジオで外国人向けと邦人向けに国際放送
を実施することは、放送法第２０条でＮＨＫの必
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須業務として位置づけられています。グローバル化が
急速に進む中で、日本の姿や正確な情報を世界に
向けて積極的に発信していくこと、日本に対する正し
い理解を促進していくことは、受信料を負担いただい
ている国内の視聴者のみなさまにも理解いただける、
重要な取り組みではないかと考えております。 

【受信料のあり方】 ●「受信料体系の変更は実施しない」としていますが、受信料財源の適正な規模も含めて
今後の受信料制度について議論を先送りすることなく、見直しを進めていくべきだと考えます。    
【TBS テレビ】 
 
75歳以上高齢者の受信料免除 英国 BBC に倣い、年金生活者世帯の多い高齢者は受信料負担が大き
いため免除を早急に検討すべきです。   
【70代以上・男性】 
 
P8 受信料収入において、公平な受信料負担をかかげるので有れば、沖縄県も他の都道府県と同額にすべ
き。復帰 50年も経ったにも関わらず、なぜ安い価格が設定されているのか？ 総務省からは NHK が判断する
ことと言われているので、差がついている理由といつ是正されるのか、説明してほしい。少なくとも次期中計の目標
に織り込むべき。 
【個人】 
（他、類似する意見：16件） 

【執行部】 
いただいたご意見は今後の事業運営の参考とさせて
いただきます。 

「受信料を値下げ」する真の理由が読み取れません。(中略)より良い番組をつくりたい、より正確なニュースを届
けたい、などなど公共放送としての使命を果たすためには、原資は必要です。さらに人件費も番組制作費も上
昇します。それを、企業努力により、削減し、、、どこの誰が根拠のない見通しをつくったのか、愚策というより、あ
まりにも幼稚です。(中略)是非とも、適正な受信料の要求を正々堂々として下さい。なにか疚しい使い方が新
たに発覚するのを恐れて値下げしたのですか。正々堂々と料金値下げの撤回をして欲しいと思います。 
【60代・男性】 

【執行部】 
構造改革や経営努力の成果を視聴者のみなさまに
還元するため 2023年 10月より受信料を 1割値
下げしました。NHKではデジタル技術の活用や設備
投資の削減など、さまざまな工夫をすることで、公共
放送として、サービスレベルを低下させずに正確で信
頼できる情報やコンテンツを提供するとともに、多様な
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メディアが共存する体制を維持することに貢献してま
いります。 

受信料額について 受信料値下げをいますが，BSやラジオなどはチャンネル数が削減されます。これでは，BS
契約の場合，４K でなければ，実質かなりな値上げとなるが，テレビ等でも値下げを大々的に謳っている。非
常におかしい。 
【60代・男性】 
（他、類似する意見：1件） 

【執行部】 
チャンネル数を削減しますが、視聴者のみなさまの満
足度を下げないように、これまで BS１と BS プレミア
ムで放送していた多くの番組は「NHK BS（２K)」
（101ch）で引き続きご覧いただけるような番組編
成を行います。ご理解をいただきたく存じます。 

民放と比べ内容は充実していると思う。しかし、受信料はやや高い。放送本数も減っていく方向のようなので、比
例して安くするべきと思う。 
【60代・男性】 
（他、類似する意見：23件） 

【執行部】 
構造改革や経営努力の成果を視聴者に還元する
ため受信料額を 2023年 10月より 1割値下げし
ています。引き続き、事業構造改革にも取り組み、
経営計画期間内で約 1,000億円のコスト削減も
行います。ご理解をいただきたく存じます。 

「インフレの時代」に「受信料１０パーセントマイナスを堅持」なと、世の中と逆をいっており、制作現場の更なるモ
チベーションダウンを危惧する。ダウンではなく受信料を１～２割アップして、その分を現場の若手スタッフの人件
費アップや、良質な番組づくりに回すべき。現場が疲弊したままでは、ハイクオリティな番組など作（創）りようが
ない。 
【40代・男性】 
（他、類似する意見：2件） 

【執行部】 
受信料値下げに伴う収入減少という厳しい財政状
況にあっても、適切な資源管理と新しいテクノロジー
の活用を行い、コンテンツの質・量を確保していきま
す。このためには高い専門性に基づく現場力の強化
が不可欠と考えており、それぞれの専門性を高めなが
ら、若手からシニア層まで、誰もが能力を最大限に発
揮できる環境を整備したいと考えています。 

視聴料については、これらのコンテンツ見直しとＮＨＫとして何を伝えていきたいのかの姿勢を明確にした上で、
（減波などを強調するのではなく）改めて必要な予算を算定すべきと思う。今回の値下げは評価できるが、値
下げ後の料金を堅持するなどという言い方ではなく、今後はこれこれをいくらかけてやるから視聴料はいくらという
言い方で必要性をアピールすべきではないだろうか。個人的にはもっとコンパクトなＮＨＫでも「かけがえのない公
共放送」という役割は果たせるようにも思うが、払ってもみたいと思われるメディアになることを期待する気持ちも強
いので頑張ってほしい。 

【執行部】 
受信料の料額算定は、ＮＨＫの事業運営に必要
な総経費に対して、総収入が見合う「総括原価方
式」の考え方を基本にしています。受信料は公共料
金の性格を有するものであることから、なるべく長期








